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平成１３年　９月１８日

報道機関各位

広島大学総務部大学情報室長
西　田　良　一

平成１４年度新規概算要求主要事項（追加分）について

　このことについて，別紙のとおり送信いたします。
　なお、お問い合わせについては，各事項ごとに照会先を掲載してありますので直接
ご連絡ください。

［発信枚数；Ａ４版　７枚（本票含む）］
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平成１３年　９月１８日
広　島　大　学

　広島大学における平成１４年度概算要求の主な事項は下記のとおりであり、関係書類を送付し
ます。
　（８月末に文部科学省から財務省へ概算要求されたもののうち、本学関係分）
　なお、事項１～３については、９月１０日に発表したものと同一。

記

１．大学院講座化に伴うもの

　◯　 医学系研究科　（Ｍ３４、Ｄ７６） 　┐　医歯薬学総合研究科（新設）

（保健学専攻を除く） 　├→（Ｍ４３、Ｄ１１５）

歯学研究科　（Ｄ３０） 　┘

「医学系研究科」保健学専攻は、「保健学研究科」保健学専攻へ改称

　

　◯　 生物圏科学研究科（Ｍ９９人、Ｄ２９人 → Ｍ１２５人、Ｄ６２人）

　

　関連学部の入学定員の改訂

　◯　 生物生産学部　　　　△１０人

　

２．学外の研究機関との連携による大学院教育の推進（連携大学院方式）

　◯　 国際協力研究科　開発科学専攻 Ｍ１人、Ｄ１人

　

３．第３年次編入学定員の増（１０人）、第１年次入学定員の減（△１０）

　◯　 経済学部　昼間コース 第３年次編入学定員の増　１０人

　　　　　夜間主コース 第１年次入学定員の減　△１０人
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４．教育研究施設の新設

　◯　 （教育学研究科）心理臨床教育研究センター

△１ △１ △２

教授　１人， 助手　１人　 計　２人

客員（教授１人）

　

５．全国共同利用施設の新設

　◯　 放射光科学研究センター（学内共同教育研究施設からの改組転換）

△２ △２ △２ △６

教授　３人， 助教授　３人， 助手　１人　 計　 ７人

基礎研究部門、放射光装置研究部門、光源加速器研究部門、客員部門

　

６．診療科及び特殊診療施設の新設・整備

　◯　 歯学部附属病院

△３２

・ 診療科の再編成 ３２人

（１１診療科→３大診療科）

△１０

・ 口腔総合診療部の新設 １０人

△５

・ 地域連携歯科医療部の新設 ５人

　 △２０ △２７ △４７

教授　１人， 講師　１９人， 助手　２７人　 計　４７人

　

７．研究所の改組・転換

　◯　 原爆放射能医学研究所

・名称変更　　原爆放射能医学研究所　→　原爆放射線医科学研究所

・大部門の再編成（改組）　４大部門１附属施設　→　４大部門１附属施設

△１３ △１４ △２ △２２ △５１

教授　１４人， 助教授　１５人， 講師　２人， 助手　２３人　 計　５４人

客員（教授２人）
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◯（教育学研究科）心理臨床教育研究センターの新設

（要求要旨）

　近年、青少年の不登校、引きこもり、災害被災者や犯罪被害者の心理的支援、中高年層の鬱
症状・生きがい喪失・自殺などの「心の問題」が顕著化してきている。従来はあまり指摘されなか
った引きこもり、児童虐待等相談内容の多様化が進み、心理相談に応じることが極めて困難な状
況になりつつある。これらの問題に対応するため、臨床心理相談の充実を図ることが必要であ
る。
　このような状況を踏まえ、心の問題に関する先端的援助技法の開発研究、高度な専門的対応
と専門的援助を行い得る人材（臨床心理士）の養成と心理臨床家の再教育が急務である。
　このため、専門教官、客員教授を配置し、指導体制を充実させることにより、大学院生に必要な
実習・訓練時間を倍増し、優れた臨床心理士を養成するとともに、「心の問題」に対する社会的養
成に応えるため「心理臨床教育研究センター」を設置する。
　なお、従来の心理教育相談室の機能は、本センターが引き継ぐ。

本件に係る照会先

　・利島教育学研究科長

　　ＴＥＬ．０８２４－２４－６７００
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◯放射光科学研究センターの新設
（学内共同教育研究施設から全国共同利用施設への改組転換）

（要求要旨）

　放射光科学研究センターは、物質科学を中心とする基礎科学分野での放射光利用研究を推進
しており、真空紫外線～軟Ｘ線域の高分解能低温光電子分光を用いた物質中の電子状態の解
明等で世界レベルの優れた成果を上げているが、我が国が今後も、さらに物質科学における現
在の先進性を維持し世界をリードするためには、早急に高度な観測システムを駆使した研究を発
展させつつ、ナノ構造物質のサイエンスをはじめとする新しい学問分野を開拓するための研究体
制を整備することが急務である。
　現在、本センターは、固体物理学を中心とする物質科学の中核的な研究拠点であり、国内外の
多数の研究者との共同研究による利用が行われており、国内はもとより世界的にも限られた研
究資源であることから、日本放射光学会はもちろん国内の多数の研究者から全国共同利用施設
化が要望されている。
　このような背景及びこれまでの広島大学放射光科学研究センターの実績を踏まえ、放射光科
学の一層の進展を目的として、基礎研究部門、放射光装置研究部門、光源加速器研究部門及び
客員部門からなる全国共同利用施設「放射光科学研究センター」へ改組・転換するものである。

本件に係る照会先

　・谷口放射光科学研究センター長

　　ＴＥＬ．０８２４－２４－６９９５
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◯歯学部附属病院の再編成

（要求要旨）

　歯科領域における疾病構造の変化に対応した診療体制の整備、臨床教育の充実化、更には、
社会に開かれた地域の中核病院としての機能を高め、診療連携の推進等を図るため、次のとお
り整備し、既存の１１診療科を３診療科に再編、また、患者中心の診療を行うため新患者の受付
となる口腔総合診療部及び地域と連携した歯科医療を行うための地域連携歯科医療部を設置す
る。

（移行図）

本件に係る照会先

　・長島　歯学部事務部総務課長

　　ＴＥＬ．０８２－２５７－５６０２
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◯原爆放射能医学研究所の改組

（要求要旨）

　原爆被爆者の高齢化に伴い、がんの発症率が増加傾向を示すと共に、生活習慣病の発症が
増加傾向にあるほか、最近の医療の高度化や原子力産業の発展により、一般人などが被曝し急
性放射線障害に罹る機会が益々増加していることから、早急にこれらの発症機構の解明と有効
な治療法の開発等が社会から要請されている。
　このため、ゲノム科学、再生医学、バイオインフォマティクス等を導入した研究体制を構築する
ため、現在の「原爆放射能医学研究所」を、次のとおり改組し、「原爆放射線医科学研究所」に名
称変更する。

（移行図）

本件に係る照会先

　・神谷　原爆放射能医学研究所長

　　ＴＥＬ．０８２－２５７－５８００（所長室）

　　ＴＥＬ．０８２－２５７－５８４２（研究室）
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